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各独立行政法人等 御中 

 

 

個人情報保護委員会委員長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

個人情報の保護に関する法律の施行状況調査について 

 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第 165 条第１項の規

定に基づき、令和４年度における同法の施行の状況を把握したいので、別紙記載

の要領にて、令和５年９月 29日（金）までに御回報願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡先） 

個人情報保護委員会事務局 

監視・監督室 

Tel：03-6457-9685 

E-mail：kojyoui_renraku_pd@ppc.go.jp 
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個人情報保護法施行状況調査（令和４年度） 実施要領 

 

１ 調査の目的 

本調査は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。以下「個人情報保護

法」という。）第 165 条第１項に基づき、同法の施行の状況を把握し、個人情報保護制度

の適正かつ円滑な運用に資することを目的として実施するものである。 

 

２ 調査対象 

(1) 対象期間 

令和４年４月１日から令和５年３月 31 日まで（調査時点：令和５年３月 31 日現在） 

(2) 対象機関 

上記の対象期間において個人情報保護法の適用対象であった個人情報保護法別表第

二に掲げる法人及び独立行政法人労働者健康安全機構（合計 115法人を予定。） 

 

３ 調査項目 

(1) 個人情報ファイルの状況 

ア 保有状況 

イ 特定個人情報ファイルの保有状況 

ウ 記録情報に係る業務委託等の状況 

 (2) 個人データの目的外利用・第三者提供の状況 

ア 目的外利用の状況 

イ の第三者提供の状況 

ウ 外国にある第三者への提供の状況 

(3) 仮名加工情報データベース等の保有状況 

(4) 行政機関等匿名加工情報ファイルの状況 

 ア 保有状況 

 イ 要配慮個人情報を含む個人情報ファイルを加工して作成したものの数 

 ウ 記録情報に係る業務委託等の状況 

(5) 匿名加工情報の保有状況 

(6)  保有個人情報に係る開示・訂正・利用停止請求の状況 

ア 処理の状況 

イ 開示・訂正・利用停止決定等の状況 

ウ 審査請求の状況 

エ 審査請求の処理日数の状況 

(7) 開示請求等に関する訴訟の状況 

 (8) 個人データに係る漏えい等事案の発生件数 
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(9) 漏えい等事案に対する損害賠償請求訴訟の状況 

(10) 安全管理措置の状況 

 

４ 調査の実施方法等 

(1) 実施の通知（５月上旬から中旬） 

個人情報保護委員会から対象機関に実施通知、調査票等を送付する。 

(2) 調査結果の報告（９月 29日（金）） 

対象機関は記入済みの調査票をメールで個人情報保護委員会に報告する。 

  ※ 調査票の記入に当たっては、別途示す記入要領に従い正確に記入する。 

（3）公表（年度内） 

   個人情報保護委員会は報告を取りまとめ、ＨＰ掲載により公表する。 

  （対象機関に対しては、公表前に、メールにて報告書データを送付する。） 

 

以 上 


